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参考資料１３ 

太陽光発電の特徴 

 
 

資料：「地域における再生可能エネルギー事業の事業性評価等に関する手引き（事業者向け）～太陽光発電事業編

～」（平成 26 年６月、環境省地球環境局低炭素社会推進室） 
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参考資料１４ 

太陽光発電の一般的なシステム構成 

 

 

資料：「地域における再生可能エネルギー事業の事業性評価等に関する手引き（事業者向け）～太陽光発電事業編

～」（平成 26 年６月、環境省地球環境局低炭素社会推進室） 

 

  



- 参考 26 - 

参考資料１５ 

太陽光発電システムの主要構成要素 

 
 

資料：「地域における再生可能エネルギー事業の事業性評価等に関する手引き（事業者向け）～太陽光発電事業編

～」（平成 26 年６月、環境省地球環境局低炭素社会推進室） 
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参考資料１６ 

メガソーラー発電施設の特徴 

 

 

資料：「平成 24 年度環境省委託業務 平成 24 年度地熱・メガソーラー発電施設における自然公園の風致景観上

の支障並びに中小水力発電施設における河川環境への影響軽減策の検討委託業務報告書」（平成25年3月、

株式会社プレック研究所） 
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参考資料１７ 

メガソーラー発電施設の事例 

 
 

資料：「平成 24 年度環境省委託業務 平成 24 年度地熱・メガソーラー発電施設における自然公園の風致景観上

の支障並びに中小水力発電施設における河川環境への影響軽減策の検討委託業務報告書」（平成25年3月、

株式会社プレック研究所） 
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参考資料１８ 

太陽光発電システム価格の推移 

 
 

資料：「なっとく！再生可能エネルギー 再生可能エネルギーの種類と特徴 太陽光発電」（経済産業省資源エネ

ルギー庁ホームページ） 

   http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/renewable/solar/index.html 
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参考資料１９ 

主要電源のコスト比較 

 
 

資料：「なっとく！再生可能エネルギー 日本のエネルギーの現状」（経済産業省資源エネルギー庁ホームページ）

   http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/renewable/family/index.html
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参考資料２０ 

特別地域内での「工作物の新築」の許可基準（自然公園法施行規則第 11 条第１項） 

二  次（※下記細部解釈参照）に掲げる地域内において行われるものでないこと。 

三  当該建築物が主要な展望地から展望する場合の著しい妨げにならないものであること。  

四  当該建築物が山稜線を分断する等眺望の対象に著しい支障を及ぼすものでないこと。  

五  当該建築物の屋根及び壁面の色彩並びに形態がその周辺の風致又は景観と著しく不調和で

ないこと。 
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参考資料２１ 

特別地域内の「工作物の新築」の許可基準の細部解釈 

許可基準*1 細部解釈*2 具体的対象例 

次に掲げる地域内において行われるものでないこと。 

特別保護地区、第１種特別地域

又は海域公園地区 

  

第２種特別地域又は第３種特別

地域のうち、植生の復元が困難

な地域等であるもの 

その地域の自然的価値が、特

別保護地区又は第１種特別地

域と同じ程度に高い地域であ

って、その地域が狭小であり、

又はその自然の実態からみ

て、線引きにより特別保護地

区又は第１種特別地域に指定

することが技術的に困難であ

るものについて、特に貴重な

自然を有する特定地域の保護

のため、特別な配慮を行うも

のとする趣旨である。このよ

うな取扱いをしうる場合は、

地域地種区分制度が設けられ

ている趣旨にかんがみ、明確

かつ合理的な場合に限られる

べきであり、当該具体的地域

における自然的価値の高さに

ついて明確な認識が可能であ

ることが必要である。具体的

には、文化財保護法の規定に

基づく史跡名勝天然記念物の

指定又は仮指定がされている

地域、学術調査の結果により

当該地域の自然的価値が明ら

かにされている地域その他何

らかの行政措置又は定着した

地域的慣行が行われている地

域が該当する。 

 

 文化財保護法に基づく史跡

名勝天然記念物の指定又は

仮指定をうけた地域 

 

 学術調査の結果等により、特

別保護地区又は第１種特別

地域に準ずる取扱いが現に

行われ、又は行われることが

必要であると認められるも

の 

 

  (1)高山帯、亜高山帯、風

衝地、湿原等植生の復

元が困難な地域 

・ 「自然環境保全基礎調査 現存植

生図」*3で以下に該当する地域 

 Ⅰ 高山帯自然植生域 

 Ⅱ コケモモ－トウヒクラス域自然

植生 

 Ⅷ 河辺・湿原・塩沼地・砂丘植生

（自然植生に限る）   等 

  (2)野生動植物の生息地

又は生育地として重

要な地域 

・ 絶滅のおそれのある野生動植物の

種の保存に関する法律に基づく

「国内稀少野生動植物種の生息地

等保護区」の指定区域 

・ 「日本の重要湿地 500」（2001、環

境省）の選定湿地     等 

  (3)地形若しくは地質が

特異である地域又は

特異な自然の現象が

生じている地域 

・ 「自然環境保全基礎調査 自然景

観資源調査」において自然景観資

源として選定された対象の分布す

る地域 

・ 「日本の地形レッドデータブッ

ク」（2000、小泉武栄・青木賢人編）

で選定基準①（日本の地形を代表

する典型的かつ稀少・貴重な地形）

の評価を受けた地形分布地 

・ 「日本の地質百選」（2007・2009、

日本の地質百選選定委員会）に選

定されている地質分布地   等 

  (4)優れた天然木又は学

術的価値を有する人

工林の地域 

・ 自然環境保全基礎調査 特定植物

群落調査」において特定植物群落

に選定された地域     等 
*1： 自然公園法施行規則第 11 条第１項第２号 

*2： 「自然公園法の行為の許可基準の細部解釈及び運用方法について」（環境庁自然保護局長通知、H12.08.07・H16.04.01

改正） 

*3： 「第２回・第３回自然環境保全基礎調査 ５万分の１現存植生図」（環境省） 

   「第６回・第７回自然環境保全基礎調査 2 万５千分の１現存植生図」（環境省） 

 

資料：「平成 25 年度環境省委託業務 平成 25 年度自然公園内における自然環境に配慮した再生可能エネルギー

導入検討委託業務報告書」（平成 26 年３月、株式会社プレック研究所） 
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参考資料２２ 

普通地域で届出が必要な工作物の基準（自然公園法施行規則第 14 条） 

区 域 工作物の種類 基 準 

海域以外の区域 

建築物 高さ 13ｍ又は延べ面積 1,000 ㎡ 

送水管 長さ 70ｍ 

鉄塔 高さ 30ｍ 

船舶の係留施設 長さ 50ｍ 

ダム 高さ 20ｍ 

網索鉄道 延長 70ｍ 

索道 
傾斜亘長 600ｍ又は起点と終点の高低

差 200ｍ 

別荘地の用に供する道路 幅員２ｍ 

遊戯施設（建築物を除く） 高さ 13ｍ又は水平投影面積 1,000 ㎡ 

海域の区域 

船舶の係留施設又は港湾 

若しくは漁港の外郭施設 
長さ 50ｍ 

上記の工作物以外の工作物 
海面上の高さ５ｍ又は海面における水

平投影面積 100 ㎡ 

海域公園地区の周辺１km

の当該海域公園地区に接

続する海域の区域 

導管又は電線 長さ 70ｍ 

船舶の係留施設又は港湾 

若しくは漁港の外郭施設 
長さ 50ｍ 
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参考資料２３ 

普通地域内における届出を要しない行為（自然公園法施行規則第 15 条第１項） 

十三 土地又は海底の形状を変更することであつて面積が二百平方メートル（海底にあつては百

平方メートル）を超えず、かつ、高さが五メートルを超える法を生ずる切土又は盛土を伴

わないもの  

十四 第十四条第一号に規定する基準を超える工作物の新築、改築又は増築（改築又は増築後に

おいて同号に規定する基準を超えるものとなる場合における改築又は増築を含む。）以外の

工作物の新築、改築又は増築を行うために、当該新築、改築又は増築を行う土地の区域内

において土地の形状を変更すること。  
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参考資料２４ 

特別地域、特別保護地区及び海域公園地区内における行為の許可申請書 

（自然公園法施行規則第 10 条）

３ 申請に係る行為（道路の新築及び農林漁業のために反復継続して行われるものを除く。）の場所

の面積が一ヘクタール以上である場合又は申請に係る行為がその延長が二キロメートル以上若

しくはその幅員が十メートル以上となる計画になっている道路の新築（法の規定による許可を

現に受け又は受けることが確実である行為が行われる場所に到達するためのものを除く。）であ

る場合にあっては、第一項の申請書には、前項各号に掲げる図面のほか、次に掲げる事項を記

載した書類を添えなければならない。  

一  当該行為の場所及びその周辺の植生、動物相その他の風致又は景観の状況並びに特質  

二  当該行為により得られる自然的、社会経済的な効用  

三  当該行為が風致又は景観に及ぼす影響の予測及び当該影響を軽減するための措置  

四  当該行為の施行方法に代替する施行方法により当該行為の目的を達成し得る場合にあって

は、当該行為の施行方法及び当該方法に代替する施行方法を風致又は景観の保護の観点か

ら比較した結果  

４ 環境大臣又は都道府県知事は、第一項に規定する申請書の提出があつた場合において、申請に

係る行為が当該行為の場所又はその周辺の風致又は景観に著しい影響を及ぼすおそれの有無を

確認する必要があると認めたときは、申請者に対し、前項各号に掲げる事項を記載した書類の

提出を求めることができる。 
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参考資料２５ 

環境影響評価法で環境アセスメントの対象となる事業 

資料：「環境アセスメントガイド」（環境影響評価情報支援ネットワーク） 

   http://www.env.go.jp/policy/assess/1-1guide/1-4.html 
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参考資料２６ 

農地の転用の制限（農地法第４条第１項） 

１ 農地を農地以外のものにする者は、政令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けな

ければならない。 
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参考資料２７ 

保安林における制限（森林法第 34 条） 

  保安林においては、政令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けなければ、立木を

伐採してはならない。 

２ 保安林においては、都道府県知事の許可を受けなければ、立竹を伐採し、立木を損傷し、家畜

を放牧し、下草、落葉若しくは落枝を採取し、又は土石若しくは樹根の採掘、開墾その他の土

地の形質を変更する行為をしてはならない。 
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参考資料２８ 

再生可能エネルギー発電設備の導入状況（平成２６年４月末時点） 

 

 

導入容量 

（万 kW） 

認定容量 

（万 kW） 

新規認定分（※１） 移行認定分（※２） 新規認定分（※１） 

太陽光（住宅） 221 467 280 

太陽光（非住宅） 736 26 6,562 

風力 11 253 107 

中小水力 1 21 30 

地熱 0 0 1 

バイオマス（※３） 9 113 121 

合計 977 880 7,101 

※１ 「新規認定分」とは、本制度開始後に新たに認定を受けた設備です。 

※２ 「移行認定分」とは、再エネ特措法（以下、「法」という。）施行規則第２条に規定されている、法の施

行の日において既に発電を開始していた設備、もしくは、法附則第６条第１項に定める特例太陽光発電

設備（太陽光発電の余剰電力買取制度の下で買取対象となっていた設備）であって、本制度開始後に本

制度に移行した設備です。 

※３ バイオマス発電設備については、認定時のバイオマス比率を乗じて得た推計値を集計しています。 

 
資料：「なっとく！再生可能エネルギー 再生可能エネルギー発電設備の導入状況等について（４月末時点）」（経

済産業省資源エネルギー庁ホームページ） 
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参考資料２９（１） 

都道府県別・地方別太陽光発電設備認定・導入件数（平成 26 年４月末時点） 

 

【1,000kW 以上】 

 

 
 

資料：「なっとく！再生可能エネルギー 再生可能エネルギー発電設備の導入状況等について（４月末時点）」（経

済産業省資源エネルギー庁ホームページ） 
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参考資料２９（２） 

都道府県別・地方別太陽光発電設備認定・導入件数（平成 26 年４月末時点）（つづき） 

 

【10kW 以上 1,000kW 未満】 

 

 
 

資料：「なっとく！再生可能エネルギー 再生可能エネルギー発電設備の導入状況等について（４月末時点）」（経

済産業省資源エネルギー庁ホームページ） 

  

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

北
海

道

青
森

県

岩
手

県

宮
城

県

秋
田

県

山
形

県

福
島

県

茨
城

県

栃
木

県

群
馬

県

埼
玉

県

千
葉

県

東
京

都

神
奈

川
県

新
潟

県

富
山

県

石
川

県

福
井

県

山
梨

県

長
野

県

岐
阜

県

静
岡

県

愛
知

県

三
重

県

滋
賀

県

京
都

府

大
阪

府

兵
庫

県

奈
良

県

和
歌

山
県

鳥
取

県

島
根

県

岡
山

県

広
島

県

山
口

県

徳
島

県

香
川

県

愛
媛

県

高
知

県

福
岡

県

佐
賀

県

長
崎

県

熊
本

県

大
分

県

宮
崎

県

鹿
児

島
県

沖
縄

県

(件） 都道府県別太陽光発電施設件数（10kW以上1,000kW未満）

新規認定件数 新規導入件数
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(件） 地方別太陽光発電施設件数（10kW以上1,000kW未満）

新規認定件数 新規導入件数
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参考資料３０（１） 

自然公園内での太陽光発電施設の導入・検討状況（平成 26 年２月末時点） 

 

資料：「平成 25 年度環境省委託業務 平成 25 年度自然公園内における自然環境に配慮した再生可能エネルギー

導入検討委託業務報告書」（平成 26 年３月、株式会社プレック研究所） 
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参考資料３０（２） 

自然公園内での太陽光発電施設の導入・検討状況（平成 26 年２月末時点）（つづき） 

 

資料：「平成 25 年度環境省委託業務 平成 25 年度自然公園内における自然環境に配慮した再生可能エネルギー

導入検討委託業務報告書」（平成 26 年３月、株式会社プレック研究所） 
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参考資料３０（３） 

自然公園内での太陽光発電施設の導入・検討状況（平成 26 年２月末時点）（つづき） 

 

資料：「平成 25 年度環境省委託業務 平成 25 年度自然公園内における自然環境に配慮した再生可能エネルギー

導入検討委託業務報告書」（平成 26 年３月、株式会社プレック研究所） 
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参考資料３０（４） 

自然公園内での太陽光発電施設の導入・検討状況（平成 26 年２月末時点）（つづき） 

 

 

 

資料：「平成 25 年度環境省委託業務 平成 25 年度自然公園内における自然環境に配慮した再生可能エネルギー

導入検討委託業務報告書」（平成 26 年３月、株式会社プレック研究所）より作成 
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(件） 自然公園内太陽光発電施設件数（10kW以上）

完了案件 事前相談案件
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参考資料３１（１） 

自然公園内の太陽光発電施設の眺望の状況 

 

 豊岡エコバレー・山宮地場ソーラー（但馬山岳県立自然公園：普通地域） 

 
 

 伊勢二見メガソーラー光の街（伊勢志摩国立公園：普通地域） 

 
 

資料：「平成 24 年度環境省委託業務 平成 24 年度地熱・メガソーラー発電施設における自然公園の風致景観上

の支障並びに中小水力発電施設における河川環境への影響軽減策の検討委託業務報告書」（平成25年3月、

株式会社プレック研究所） 
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参考資料３１（２） 

自然公園内の太陽光発電施設の眺望の状況（つづき） 

 和歌浦地区（瀬戸内海国立公園：第３種特別地域） 

 

 

 瀬の本地区（阿蘇くじゅう国立公園：第２種特別地域）【計画をもとにした予測】 

 

 

 鳴沢村地区（富士箱根伊豆国立公園：普通地域）【計画をもとにした予測】 

 

 

資料：「平成 25 年度環境省委託業務 平成 25 年度自然公園内における自然環境に配慮した再生可能エネルギー

導入検討委託業務報告書」（平成 26 年３月、株式会社プレック研究所） 

 


